
 

火災予防施行規程（昭和３７年７月３日東京消防庁告示第１７号）新旧対照表 

次の表により、改正前欄に掲げる下線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲げる規定の下線を付した部分のように改め、改正

前欄及び改正後欄に対応して掲げるその標記部分に二重下線を付した規定（以下「対象規定」という。）で、改正欄前に掲げる対象規定で

改正後欄にこれに対応するものを掲げていないものは、これを削る。 

改 正 後 改 正 前 

（避雷設備の位置及び構造に係る日本産業規格の指定） 

第６条の６ 条例第１６条第１項に規定する消防総監が指定する

日本産業規格は、日本産業規格Ｚ９２９０（雷保護）－３－２０

１９とする。 

［削る］ 

［削る］ 

 

（避雷設備の位置及び構造に係る日本産業規格の指定） 

第６条の６ 条例第１６条第１項に規定する消防総監が指定する

日本産業規格は、次に掲げるものとする。 

  

  日本産業規格Ａ４２０１（建築物等の雷保護）－２００３ 

  日本産業規格Ａ４２０１（建築物等の避雷設備（避雷針））－

１９９２ 

備考 表中の［ ］の記載及び対象規定の二重下線を付した標記部分を除く全体に付した下線は注記である。 

附 則 

１ この告示は、令和７年４月１日から施行する。 

２ 令和８年３月３１日までにその工事に着手する建築物の避雷設備については、この告示による改正後の火災予防施行規程第６条の６

の規定によらないで、この告示による改正前の火災予防施行規程第６条の６の規定によることができる。 


